
舞鶴市パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度 
              

【基本的な考え方】 

第７次舞鶴市総合計画に掲げる「一人ひとりの人権が尊重されるまちづく

り」の実現に向け、「多様性を認め合い、自分らしく暮らせる取組の推進」

の一環として、パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度を導入します。 

本制度は、性的マイノリティの方々が抱える不安や生きづらさの解消を目

指すとともに、多様な性のあり方について地域社会の理解を促進することで、

誰もが個性を尊重しながら自分らしく暮らすことができる共生社会の構築を

目指すものです。 
 
【制度の概要】 

 パートナーシップ：戸籍上の性別が同一である２者が互いを人生のパート

ナーとして日常の生活において協力し合うことを約束し、それを市が公に証

明する制度 

ファミリーシップ：パートナーシップにある者が、その一方又は双方の子

（養子を含む。）及び親(養親及びその配偶者を含む。)を含めて家族とした

ことを市が公に証明する制度 
 

1 対象者の要件 
  

 パートナーシップの場合 

 (1) 双方が成年であること 

 (2) いずれか一方が市内在住されていること 

 (3) 婚姻をしていないこと 

 (4) 宣誓者以外の者とのパートナーシップの関係がないこと 

 (5) 宣誓者同士が近親者(直系血族など)でないこと 
  

 ファミリーシップの場合 

   (1) パートナーシップ宣誓者の子又は親であること 
 
2 制度導入によりできること・できないこと 
 

 【できること】 

■ 行政サービス 

 市営住宅に家族として入居可能、市立舞鶴市民病院での親族同様の対応が可能 

■ 民間サービス 

  生命保険の受取人、携帯電話の家族割引、住宅ローンにおいて収入合算など    

※各民間事業者の判断となります 

■ 自治体間の連携（協定自治体） 

 同様の制度を有する自治体に転出した場合は宣誓が継続 
 

 【できないこと】 

■ 相続など財産上の権利や税金の控除、扶養の義務の付与 
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制度の概要

パートナーシップ：戸籍上の性別が同一である
２者が互いを人生のパートナーとして日常の生
活において協力し合うことを約束し、それを市
が公に証明する制度

ファミリーシップ：パートナーシップにある者
が、その一方又は双方の子（養子を含む。）及
び親(養親及びその配偶者を含む。)を含めて家
族としたことを市が公に証明する制度
※この制度は、婚姻とは異なり法律上の効力（相続、税金の控除等）が
生じるものではありません。

パートナーシップ・ファミリーシップの範囲
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【パートナーシップ】

親

【ファアミリーシップ】
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制度導入の背景

パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度に関する指針

制度導入の意義

「パートナーシップ宣誓制度」を導入することによ

り、性的マイノリティが抱える不安や生きづらさの解消

を目指すとともに、多様な性のあり方について地域社会

の理解を促進し、誰もが個性を尊重しながら自分らしく

暮らすことができる社会の構築に寄与するものです。

また、この制度をより当事者の想いに寄り添ったもの

とするため、「パートナーシップ宣誓制度」と併せて

「ファミリーシップ宣誓制度」を導入します。

同性パートナーやその親又は子どもも含め、支え合う

関係を家族として認めていくことは、パートナーシップ

関係の当事者だけでなく、その家族が抱える生きづらさ

や困難の解消にもつながり、家族として安心して暮らす

ことができる社会づくりにつながるものです。

第７次舞鶴市総合計画後期実行計

画において、「一人ひとりの人権が

尊重されるまちづくり」として「多

様性を認め合い、自分らしく暮らせ

る取組みの推進」を掲げています。

具体的には、「性別や国籍、障害

の有無にかかわらず、誰もが安心し

て暮らし、自分らしくかがやける社

会づくりのため、多様性に対する理

解と認識を広げる取組みを推進し、

パートナーシップ制度を検討する」

との位置付けに基づき、この度、導

入を進めるものです。
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手続の流れ

❶ 宣誓の希望日を予約

❷ 宣誓書と必要な書類を市（人権啓発推進課）に提出

❸「宣誓証明書」と「宣誓証明カード」を交付

必要書類

〇 宣誓書

〇 住民票の写し

〇 婚姻していないことを証明する書類（戸籍抄本など）

〇 本人確認書類（マイナンバーカード、運転免許証など）

※詳細は今後実施要綱にて明記

※手続を進める際には当事者のプライバシーに十分配慮した
対応に努めます

パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度に関する指針

対象者の要件

パートナー

シップ

⑴双方が成年であること

⑵いずれか一方が市内に在住

⑶婚姻をしていないこと

⑷宣誓者以外の者とパート

ナーシップ関係がないこと

⑸宣誓者同士が近親者（直系

血族など）ではないこと

ファミリー

シップ

⑴宣誓者の子（養子を含む）又

は親（養親及びその配偶者を含

む。）

※詳細は今後実施要綱にて明記
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「パートナーシップ宣誓証明書」
様式

パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度に関する指針

「パートナーシップ宣誓証明カード」
様式

登録番号 第     号   

年  月  日   

                                          

舞鶴市パートナーシップ宣誓証明書              

 

パートナーシップ対象者       パートナーシップ対象者 

                      

            様               様        

                      

宣誓日     年  月  日 

                      

ここにお二人が、舞鶴市パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度実施要綱     

に基づき、パートナーシップの宣誓をされたことを証します。              

これからの人生を互いに支え合い歩まれるお二人の御多幸を祈念いたします。      

                                          

                                          

舞鶴市長       印       
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パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度に関する指針

「パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓証明書」
様式

「パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓証明カード」
様式 

登録番号 第     号     

年  月  日    

                                          

舞鶴市パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓証明書 

                      

パートナーシップ対象者      パートナーシップ対象者                   

           

            様               様        

                      

                      

ファミリーシップ対象者     ファミリーシップ対象者 

                        

            様               様         

                          

            様               様         

                       

            様               様         

                       

                        

宣誓日     年   月   日               

                        

ここにお二人が、舞鶴市パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度実施要綱        

に基づき、パートナーシップ・ファミリーシップの宣誓をされたことを証します。          

これからの人生を互いに支え合い歩まれるお二人の御多幸を祈念いたします。        

                                            

                                            

舞鶴市長        印      
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できる
こと

■ 行政サービス

市営住宅に家族として入居可能、市立舞

鶴市民病院での親族同様の対応が可能

※その他のサービスについても今後検討予定

■ 民間サービス

生命保険の受取人、携帯電話の家族割引、

住宅ローンにおいて収入合算など

※各民間事業者の判断となります

■ 自治体間の連携（協定自治体）

同様の制度を有する自治体に転出した場

合は宣誓が継続

できな
いこと

■ 相続など財産上の権利や税金の控除、扶

養の義務の付与

（法律上の婚姻で生じる法的な権利や義務）

その他

■住民票の続柄記載（「夫・妻（未届）」）

国の見解や動向を注視しながら、今後、

実施時期等について検討する

■制度導入によりできること・できないこと

パートナーシップ・ファミリーシップ宣誓制度に関する指針
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